
① 0 1,339 1,339 10 合計 1,339,200 円
委託料 1,339,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 1,339 1,339 10

職員人件費　② 156 178 154 155

総事業費（①＋②） 156 1,517 1,493 165

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 情報共有
施策体系

平

施策の内容 情報の公開

成

と管理

目
　
　
　
的

　議

３

会会議の正確な録音・

０

録画および議員の

主
た

年

る
内
容

○議場・議会会

度

議室・委員会室の放送

評

設備と
来庁管理をし、

価

議会機能の向上を図る

）

。 　議員登庁表示シス

刈

テムの保守点検

位
置
づ

谷

け

関連計画

根拠法令

対

市

象者 議員、市民、市職

事

員 事業期間 ～

実施方法

務

■直営　■委託　□指

事

定管理　□補助・助成

業

　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

２８年度

）

実績 ２９年度実績 ３０

会

年度実績 ３１年度計画

計

・放送設備保守点検の

名

委託方 ・放送設備保守

担

点検の委託 ・放送設備

当

保守点検の委託 ・放送

部

設備及び議員登庁表示

議

　法の見直し ・議場等

会

放送設備更新の検討 　

事

システムの保守内容の

務

検討

　保守点検を年2

局

回実施し、運営上支障

一

となるような不具合等

般

を早期に発見し対処す

会

ることができた。また

計

、現設備を導

成果
入し

議

て年数が経過しており

場

、経年劣化の懸念及び

等

設備部品の調達が難し

設

くなることから、設備

備

の更新に着手した。

　

管

議会運営を円滑に行う

理

ことができるよう、放

事

送設備及び議員登庁表

業

示システムの保守内容

担

を検討する必要がある

当

。

課題

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

２８年

議

度 ２９年度 ３０年度 ３

事

１年度 ３年度

指標

指標

課

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 総務

Ｃ

調

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

査

単位：千円
２８年度 ２

係

９年度 ３０年度 ３１年

1

度 ３０年度

（決算） （

1

決算） （決算） （予算

1

） 事業費内訳

事業費　



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,629 4,188 4,431 5,347 合計 4,431,022 円
需用費 1,059,564 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,371,458 円

一般財源 4,629 4,188 4,431 5,347

職員人件費　② 3,321 3,373 2,469 2,477

総事業費（①＋②） 7,950 7,561 6,900 7,824

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

１

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 情報

（

共有
施策体系

施策の内

平

容 情報の公開と管理

目

成

　
　
　
的

　会議録を作

３

成し、議事内容を早期

０

に整理す

主
た
る
内
容

○

年

会議録作成のための反

度

訳業務
ることにより、

評

議会機能の向上と議会

価

広報の ○会議録の印刷

）

及び製本業務
充実を目

刈

指す。 　

位
置
づ
け

関連

谷

計画  

根拠法令 刈谷市

市

議会会議規則

対象者 市

事

民 事業期間 ～

実施方法

務

■直営　■委託　□指

事

定管理　□補助・助成

業

　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

２８年度

）

実績 ２９年度実績 ３０

会

年度実績 ３１年度計画

計

・本会議、委員会等の

名

会議録 ・本会議、委員

担

会等の会議録 ・本会議

当

、委員会等の会議録 ・

部

本会議、委員会等の会

議

議録
　の作成 　の作成

会

　の作成 　の作成

 会

事

議録の作成にあたり、

務

反訳業務を委託し、迅

局

速かつ正確に行うこと

一

ができた。

成果

 会議

般

録の迅速な作成のため

会

に、反訳業務の委託は

計

非常に有効である。現

会

状の方法以外で、正確

議

、迅速、安価な方法が

録

あ

れば、検討を行う必

管

要がある。
課題

指標名

理

称（単位）
実績値 目標

事

値

２８年度 ２９年度 ３

業

０年度 ３１年度 ３年度

担

 
指標

 
指標

本会議の

当

会議録作成状況
他市と

課

の 　刈谷市：外部委託

議

（反訳～印刷製本まで

事

同業者）　（反訳） 

課

 950千円（印刷製

款

本） 1,060千円

項

比較検証 　安城市：外

目

部委託（反訳～印刷製

担

本まで同業者）　（反

当

訳・印刷製本・データ

係

作成）2,030千円

議

 
　西尾市：外部委託

事

（反訳と印刷製本は違

係

う業者）　（反訳）2

1

,320千円（印刷製

1

本） 　  7千円

1



　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 3,304 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 3,304

職員人件費　② 0 0 1,775 851

総事業費（①＋②） 0 0 1,775 4,155

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

（

情報共有
施策体系

施策

平

の内容 情報の公開と管

成

理

目
　
　
　
的

　現行の

３

システムを導入してか

０

ら、８年が経

主
た
る
内

年

容

　老朽化した議場シ

度

ステム及び議員登庁表

評

示
過し、機器の不具合

価

等が発生している。市

）

民 システムを更新する

刈

。
に開かれた分かりや

谷

すい議会運営を円滑に

市

行
うため、議場・委員

事

会室・議会会議室の議

務

場
システム及び議員登

事

庁表示システムの設備

業

の
更新を行う。

位
置
づ

評

け

関連計画

根拠法令

対

価

象者 議員、市民、市職

シ

員 事業期間 平成３０年

ー

度 ～ 平成３１年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

議

年度実績 ２９年度実績

会

３０年度実績 ３１年度

事

計画

　 　 ・導入システ

務

ムを選定し、機 ・議場

局

、委員会室、議会会議

一

　 　 　能要件を決定 　

般

室の機器の更新
　 　 ・

会

入札を実施 ・議員登庁

計

表示システムの　
　 　

議

　更新
　　　――――

場

――― 　　　――――

等

―――

　機能要件の作

設

成に当たり、パソコン

備

のＯＳに依存しないシ

更

ステムの選定を行った

新

ことにより、議場シス

事

テムの長寿命化

成果
を

業

図ることができた。

　

担

議会運営を円滑に行う

当

ことができるよう業者

課

との入念な調整が必要

議

であるとともに、今後

事

の保守内容についての

課

検討が

必要である。
課

款

題

指標名称（単位）
実

項

績値 目標値

２８年度 ２

目

９年度 ３０年度 ３１年

担

度 ３年度

活動
指標
活動

当

指標

他市との
比較検証

係 議事係

1 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス



度

成果 市議会ホームページアクセス数 309 242 579 600 620
指標 （件/日）

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,726 3,478 3,660 4,103 合計 3,660,012 円
需用費 2,495,722 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 166,370 円
使用料及び賃借料 997,920 円

一般財源 5,726 3,478 3,660 4,103

職員人件費　② 4,884 4,614 4,668 4,683

総事業費（①＋②） 10,610 8,092 8,328 8,786

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 情

（

報共有
施策体系

施策の

平

内容 広報・広聴の充実

成

目
　
　
　
的

　議会にお

３

ける活動状況を広く知

０

らせること

主
た
る
内
容

年

○市議会だよりの作成

度

と発行
により、市民に

評

議会をより身近に感じ

価

てもら ○インターネッ

）

ト公開用会議録検索シ

刈

ステム
い、開かれた議

谷

会を目指す。 　及び議

市

会映像配信システムの

事

管理
○ホームページに

務

よる議会の広報

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

業

 

対象者 市民 事業期間

評

～

実施方法 ■直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２８年度実績 ２９年

担

度実績 ３０年度実績 ３

当

１年度計画

・市議会だ

部

よりの作成・発行 ・市

議

議会だよりの作成・発

会

行 ・市議会だよりの作

事

成・発行 ・市議会だよ

務

りの作成・発行
・会議

局

録の公開 ・会議録の公

一

開 ・会議録の公開 ・会

般

議録の公開
・議会映像

会

の放映・配信 ・議会映

計

像の放映・配信 ・議会

議

映像の放映・配信 ・議

会

会映像の放映・配信
・

広

子ども向けのホームペ

報

ージ ・ホームページの

事

更新 ・ホームページの

業

更新 ・ホームページの

担

更新
　「刈谷市議会か

当

りやっこ　
　ページ」

課

の作成

　市議会だより

議

や市議会ホームページ

事

により、市民へ議会活

課

動の情報を公開し、広

款

く周知することができ

項

た。また、それ

成果
ぞ

目

れの掲載内容について

担

は、議会の決定等に基

当

づき、随時情報の追加

係

と見直しを行った。

　

総

開かれた議会を目指す

務

ために、議会の広報内

調

容の充実は非常に重要

査

である。今後も、市民

係

が更に関心を持ち、見

1

やすく

分かりやすい広

1

報とし、周知していく

1

必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,612 1,580 1,619 1,982 合計 1,618,520 円
旅費 601,120 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 1,017,400 円

一般財源 1,612 1,580 1,619 1,982

職員人件費　② 1,172 1,124 1,003 1,006

総事業費（①＋②） 2,784 2,704 2,622 2,988

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　各議

３

長会等に出席すること

０

により、市政に

主
た
る

年

内
容

○各議長会の会議

度

、研修会等への出席
関

評

する諸般の事項を調査

価

・研究し、議会機能 ○

）

出席にかかる旅費及び

刈

負担金の支払
の向上と

谷

円滑な議会運営を目指

市

す。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令 愛知県市議

務

会議長会会則等

対象者

事

県内各市議会 事業期間

業

～

実施方法 ■直営　□

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２８年度実績 ２９年

名

度実績 ３０年度実績 ３

担

１年度計画

・各議長会

当

への参加 ・各議長会へ

部

の参加 ・各議長会への

議

参加 ・各議長会への参

会

加
・各議長会の会議、

事

研修会等 ・各議長会の

務

会議、研修会等 ・各議

局

長会の会議、研修会等

一

・各議長会の会議、研

般

修会等
　の出席に係る

会

旅費及び負担 　の出席

計

に係る旅費及び負担 　

議

の出席に係る旅費及び

長

負担 　の出席に係る旅

会

費及び負担
　金の支払

等

　金の支払 　金の支払

事

　金の支払

　各議長会

務

に参加し、検討事項を

事

協議することにより、

業

議会運営に関する情報

担

収集と情報共有を行う

当

ことができた。

成果

　

課

各市の議会運営の方法

議

は、それぞれ独自のも

事

のが多く、より良い議

課

会運営のためには、各

款

議長会への参加による

項

情報収

集は非常に重要

目

である。今後の課題と

担

して、事務局での検討

当

事項を整理し、より多

係

くの議題を各議長会に

総

提案していくこ
課題

と

務

が求められる。

指標名

調

称（単位）
実績値 目標

査

値

２８年度 ２９年度 ３

係

０年度 ３１年度 ３年度

1

 
指標

 
指標

 
他市と

1

の
比較検証

1



） 事業費内訳

事業費　① 2,615 2,787 3,078 4,640 合計 3,077,730 円
旅費 3,077,730 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,615 2,787 3,078 4,640

職員人件費　② 977 969 964 968

総事業費（①＋②） 3,592 3,756 4,042 5,608

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

１

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

（

経営
施策体系

施策の内

平

容 効率的な行政運営

目

成

　
　
　
的

　各委員会に

３

おける所管事項の調査

０

、研究の

主
た
る
内
容

○

年

委員会が所管する先進

度

的事業の行政視察
推進

評

を図り、市政のさらな

価

る向上・発展に反
映さ

）

せる。

位
置
づ
け

関連計

刈

画  

根拠法令  

対象者

谷

議員 事業期間 ～

実施方

市

法 ■直営　□委託　□

事

指定管理　□補助・助

務

成　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　

様

事
　
業
　
実
　
績

２８年

式

度実績 ２９年度実績 ３

１

０年度実績 ３１年度計

）

画

・先進的事業に関す

会

る行政視 ・先進的事業

計

に関する行政視 ・先進

名

的事業に関する行政視

担

・先進的事業に関する

当

行政視
　察の実施 　察

部

の実施 　察の実施 　察

議

の実施

　全国の各自治

会

体における先進的事業

事

の視察を行い、市政運

務

営の参考とすることが

局

できた。

成果

　各委員

一

会の視察は、市政に対

般

する監視、助言を行う

会

ためにも、議会活動と

計

して非常に重要である

委

。各委員会の成果実績

員

は様々であるが、各委

会

員会における当該年度

視

での効率性や有効性を

察

考慮し、実施すること

事

が望まれる。
課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

担

標値

２８年度 ２９年度

当

３０年度 ３１年度 ３年

課

度

 
指標

 
指標

常任委

議

員会旅費
他市との 　刈

事

谷市：80,000円

課

/人　安城市：110

款

,000円/人　西尾

項

市：100,000円

目

/人　
比較検証 　

担当係 議事係

1 1

Ｃ

1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算



めることができた。

成果
　西三河九市議会で合同研修会を実施し、市議会議員の相互交流を図るとともに各市共通の行政課題に対する知識を深め

ることができた。

　講師の質により事業の成否も変わるが、限られた講師料の中でその時代の問題解決の糸口になるような講座を開催でき

るよう努めている。毎年度、高い講師料を払う必要はないが、必要な場合の弾力的な運用が望まれる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

 
指標

 
指標

議員研修会予算措置状況（西三河市議会議員合同研修会を除く）
他市との 　刈谷市：179千円　安城市：150千円　西尾市：161千円　　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 186 172 137 267 合計 137,140 円
報償費 79,140 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 58,000 円

一般財源 186 172 137 267

職員人件費　② 508 465 849 851

総事業費（①＋②） 694 637

Ｄ

986 1,118

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ３０年度特

　

定財源名称

３０年度ま

Ｏ

での累積事業費 0

２年

　

度以降の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　研修を通

３

じて議員の資質向上を

０

図り、議会

主
た
る
内
容

年

○議題にあった講師を

度

招き講演会を実施
機能

評

の向上と円滑な議会運

価

営を目指す。

位
置
づ
け

）

関連計画  

根拠法令 西

刈

三河市議会議員研修協

谷

議会会則等

対象者 議員

市

事業期間 ～

実施方法 ■

事

直営　□委託　□指定

務

管理　□補助・助成　

事

□その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　

式

業
　
実
　
績

２８年度実

１

績 ２９年度実績 ３０年

）

度実績 ３１年度計画

・

会

株式会社日経ＢＰ社日

計

経ビ ・弁護士太田雅幸

名

氏を招き、 ・市町村職

担

員中央研修所副学 ・講

当

師を招き、議会活性化

部

に
ッグデータ副編集長

議

市嶋洋平 「議員が守る

会

べき政治倫理」 長牧慎

事

太郎氏を招き、「ＩＴ

務

資する研修会を実施。

局

氏を招き、「ビッグデ

一

ータの と題した議員研

般

修会を開催。 で変わる

会

地域社会の展望」と ・

計

西三河九市議会議員合

議

同研
活用」と題した議

員

員研修会を ・西三河九

研

市議会で、経済ジ 題し

修

た議員研修会を開催。

事

修会を本市で開催。
行

業

った。 ャーナリスト須

担

田慎一郎氏を ・西三河

当

九市議会において、
・

課

西三河九市議会で、中

議

京大 招き、「大転換期

事

の西三河経 数学者・お

課

茶の水女子大学名
学ス

款

ポーツ科学部教授湯浅

項

景 済の明日を読む　ど

目

うなる日 誉教授藤原正

担

彦氏を招き、「
元氏を

当

招き、「西三河市議会

係

本経済、そして世界経

総

済は」 日本のこれから

務

、日本人のこ
議員のた

調

めの健康づくり」と と

査

題した議員研修会を実

係

施。 れから」と題した

1

議員研修会
題した議員

1

研修会を行った。 を実

1

施。
　議員研修会を通し、議員の資質向上を図り、議会活性化への課題に関する知識を深



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,442 4,379 4,283 6,300 合計 4,283,156 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,283,156 円

一般財源 4,442 4,379 4,283 6,300

職員人件費　② 1,641 1,590 1,736 1,742

総事業費（①＋②） 6,083 5,969 6,019 8,042

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　各会派等

３

の議員の調査研究に必

０

要な経費と

主
た
る
内
容

年

○政務活動費交付事務

度

及び適正な支出に対す

評

して政務活動費を交付

価

し、市政のさらなる向

）

　る執行管理
上・発展

刈

を目指す。

位
置
づ
け

関

谷

連計画  

根拠法令 刈谷

市

市議会政務活動費の交

事

付に関する条例

対象者

務

議員 事業期間 ～

実施方

事

法 ■直営　□委託　□

業

指定管理　□補助・助

評

成　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　

）

事
　
業
　
実
　
績

２８年

会

度実績 ２９年度実績 ３

計

０年度実績 ３１年度計

名

画

・政務活動費の交付

担

及び適正 ・政務活動費

当

の交付及び適正 ・政務

部

活動費の交付及び適正

議

・政務活動費の交付及

会

び適正
　な支出に対す

事

る執行管理 　な支出に

務

対する執行管理 　な支

局

出に対する執行管理 　

一

な支出に対する執行管

般

理

　条例等の規定に基

会

づき、適正な交付を実

計

施するとともに、月次

政

の執行チェックにより

務

、適正に管理すること

活

ができた。

成果
　また

動

、使途目的に関する議

事

員からの問い合わせに

業

は、適宜対応できた。

担

　使途基準の周知徹底

当

を図り、より効果的か

課

つ効率的な政務活動の

議

実施に繋げる必要があ

事

る。

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

２８

款

年度 ２９年度 ３０年度

項

３１年度 ３年度

 
指標

目

 
指標

政務活動費
他市

担

との 　刈谷市：225

当

,000円/年　碧南

係

市：198,000円

総

/年　安城市：360

務

,000円/年　
比較

調

検証 　知立市：180

査

,000円/年　高浜

係

市：180,000円

1

/年

1 1



決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 919 1,935 859 1,143 合計 859,113 円
需用費 859,113 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 919 1,935 859 1,143

職員人件費　② 782 698 502 658

総事業費（①＋②） 1,701 2,633 1,361 1,801

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　議員の情

３

報収集のための環境を

０

整備し、議

主
た
る
内
容

年

○会派控室におけるイ

度

ンターネット環境整備

評

会の調査機能の向上を

価

図る。 ○議会図書室に

）

おける図書の充実

位
置

刈

づ
け

関連計画  

根拠法

谷

令 刈谷市議会図書室規

市

程

対象者 議員、市民 事

事

業期間 ～

実施方法 ■直

務

営　□委託　□指定管

事

理　□補助・助成　□

業

その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業

１

　
実
　
績

２８年度実績

）

２９年度実績 ３０年度

会

実績 ３１年度計画

・図

計

書及び新聞の購入 ・図

名

書及び新聞の購入 ・図

担

書及び新聞の購入 ・図

当

書及び新聞の購入
・パ

部

ソコンのリース及び保

議

守 ・パソコンの購入及

会

び保守 ・パソコンの保

事

守 ・パソコンの保守

　

務

図書の購入のほか、議

局

会図書室のレイアウト

一

の変更や、議員に対し

般

て議会図書室だよりの

会

発行を実施し、議員の

計

情報収

成果
集のための

情

環境が整備できた。

　

報

　

　図書室の活用方法

収

について、さらに検討

集

していく必要がある。

事

また、一般市民もその

業

対象に含めた議会図書

担

室のＰＲを

検討する必

当

要がある。
課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

議

値

２８年度 ２９年度 ３

事

０年度 ３１年度 ３年度

課

 
指標

 
指標

議会図書

款

室の図書購入費予算
他

項

市との 　刈谷市：65

目

6千円　安城市：75

担

5千円　西尾市：80

当

8千円　
比較検証

係 総務調査係

1 1

Ｃ

1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （


